減価償却制度について

1. 償却可能限度額及び残存価格の廃止

①　平成19年4月1日以降に取得する減価償却資産について、償却可能限度額（取得価格の95％相当額）及び残存価格が廃止され、耐用年数経過時点において1円まで償却することとされました。

　　・定額法（新）

　　　償却費の額　＝　取得価格　×　償却率

　　（例）

　　　取得年月：平成23年1月　取得価格：100万円　耐用年数：10年

　　　（事業専用割合　100％とします。）
	年　　　分
	23年分
	24年分
	・・・
	30年分
	31年分
	32年分

	取得価格
	1,000,000

	償却費の額
	100,000
	100,000
	・・・
	100,000
	100,000
	99,999

	（期末）未償却残高
	900,000
	800,000
	・・・
	200,000
	100,000
	1


　　・旧定額法

　　　償却費の額　＝　取得価格　×　0.9　×　償却率

　　（例）

　　　取得年月：平成10年1月　取得価格：100万円　耐用年数：10年
　　　（事業専用割合　100％とします。）

	年　　　分
	10年分
	11年分
	・・・
	18年分
	19年分
	20年分

	取得価格
	1,000,000

	償却費の額
	90,000
	90,000
	・・・
	90,000
	90,000
	50,000

	（期末）未償却残高
	910,000
	820,000
	・・・
	190,000
	100,000
	50,000


②平成19年3月31日以前に取得した減価償却資産について、償却可能限度額まで償却した後、5年間で1円まで均等償却することとされました。

　（平成20年分から適用）

（例）

　　取得年月：平成14年1月　取得価格：100万円　耐用年数：6年

　　　（事業専用割合　100%とします。）
	年　　　分
	19年分
	20年分
	21年分
	22年分
	23年分
	24年分
	25年分

	期首未償却残高
	253,000
	103,600
	50,000
	40,000
	30,000
	20,000
	10,000

	償却費の額
	149,400
	53,600
	10,000
	10,000
	10,000
	10,000
	9,999

	期末未償却残高
	103,600
	50,000
	40,000
	30,000
	20,000
	10,000
	1


